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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。また、第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第９期において、１株を500株に分割するとともに、１単元の株式を100株とする単元株制度を採用しており

ます。なお、１株当たり情報の内容については、第５【経理の状況】【注記事項】（１株当たり情報）をご

参照ください。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期 

第２四半期連結
累計期間

第９期
第２四半期連結

会計期間
第８期

会計期間

自 平成21年
  １月１日 
至 平成21年 
  ６月30日

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成21年 
  ６月30日

自 平成20年
  １月１日 
至 平成20年 
  12月31日

売上高 (百万円) 92,132 50,644 205,940

経常損益 (百万円) △ 293 532 3,926

四半期(当期)純損益 (百万円) △ 706 109 1,538

純資産額 (百万円) － 86,040 88,509

総資産額 (百万円) － 114,800 108,651

１株当たり純資産額 (円) － 1,951.21 986,859.30

１株当たり四半期 
(当期)純損益

(円) △ 15.84 2.46 17,152.13

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) － 2.46 －

自己資本比率 (％) － 74.9 81.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 195 － 6,592

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 4,721 － △ 6,188

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,850 － △ 1,631

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) － 4,761 5,437

従業員数 (名) － 2,840 2,836

-2-



当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の

内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で

記載しております。  

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。  

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 2,840（1,212)

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 1,704（770)
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当第２四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

原則として受注生産は行っておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が100分の10を超える相手先はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業部門の名称 金額(百万円)

飲料事業 1,431

合計 1,431

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業部門の名称 金額(百万円)

飲料事業 50,644

合計 50,644

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、景気悪化と株価下落に底打ちの兆しが見えてきたもの

の、雇用情勢は依然厳しい状況が続くなか、個人消費が低迷するなど、先行き不透明な状況で推移いたし

ました。 

 清涼飲料業界におきましては、消費マインドの冷え込みに加え、製造業における操業の縮小・休止を背

景とした飲用機会の減少などの影響もあり、清涼飲料市場全体の販売数量は前年を２％程度下回る結果と

なりました。 

 こうした状況下、当社グループは中期経営計画「Re-birth 2011」の基本方針である「収益構造改革の

実行」に向け、全社一丸となり、５つの戦略「営業戦略」「ＳＣＭ戦略」「組織・人材戦略」「関係会社

戦略」「インフラ戦略」に取り組んでおります。 

 販売面におきましては、重点ブランドであるＢＩＧ６「コカ・コーラ」「コカ・コーラ ゼロ」「ファ

ンタ」「ジョージア」「爽健美茶」「アクエリアス」への注力により、スーパーでの販売を拡大しました

が、製造業の工場における飲用機会縮小の影響を大きく受けたベンディングチャネルにおいて前年を下回

り、全体としても前年を３％程度下回ることとなりました。このような状況下、当社は上述の中期経営計

画の営業戦略において、収益の柱となるベンディングビジネスの改革に着手し、オペレーション体制や自

販機政策の見直しなど、ビジネスモデルの再構築に取り組み、安定した収益基盤の確保を目指しておりま

す。 

 ブランド別には、すべての人にとっての“Ｎｏ.１ゼロ飲料”を目指して、２月９日にリニューアル発

売を行ったコカ・コーラゼロは、オフィシャルスポンサーであるJリーグを最大限活用した販促活動を展

開し、大きく販売数量を拡大することに成功いたしました。また、新製品である天然水「い・ろ・は・

す」は、国内最軽量のペットボトルを使用し、飲み終わったあと小さく絞ることができる新しいパッケー

ジの導入により「おいしい」と「環境にやさしい」を両立した製品として、非常に高い評価を頂いており

ます。 

 生産・物流面におきましては、本年度より当社および関東３ボトラー（利根・三国・東京各コカ・コー

ラボトリング株式会社）は、コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社を中心とした全国ＳＣＭ体制か

らコカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社を中心とした関東ＳＣＭ体制へと移行し、安定した

オペレーションのもと、関東エリア内における効率的な製品供給業務に努めてまいりました。さらには、

社内管理体制の強化および当社グループの物流業務の機能強化を図ることを目的とし、需給管理部とＳＣ

Ｍ企画室を改組し、新たに物流部とＳＣＭ部を置くなど社内ＳＣＭ体制の見直しを図りました。また、名

古屋工場においては、地球環境に配慮した製品を選びたいという消費者意識に対応すべくボトル重量の軽

量化（７ｇの減少）と持ちやすさを同時に実現させた、２Ｌ軽量ＰＥＴ“ｅｃｏるボトル ラク持ち”へ

の対応工事を行いました。 

 ＣＳＲ活動におきましては、お客さまに安全な商品を提供することを最重要経営課題と位置づけ、本年

５月に経営理念の一部改定を行うとともに関係者全員へ周知徹底を図りました。また、コンプライアンス

の徹底を図り、品質管理における研修会を実施するなど、社員一人ひとりの意識向上に努めるとともに当

社グループ環境中期目標（2009年～2012年）を策定し、環境負荷低減（ＣＯ２・水・廃棄物）に向けた活

動を推進したほか、スポーツ・文化イベント等への協力・支援を積極的に行ってまいりました。 

 当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、当社の収益の柱である自動販売機による販売を中心

として販売数量が計画を大幅に下回る結果となったため、売上高は506億44百万円（前年同期比4.7％

減）、営業利益は５億70百万円（前年同期比44.9％減）、経常利益は５億32百万円（前年同期比49.3％

減）、四半期純利益は１億９百万円(前年同期比78.0％減)となりました。 

なお、前年同期比増減率は、参考として記載しており、前年同期の数値は、監査法人による四半期レビ

ューを受けておりません。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績
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当第２四半期連結会計期間末の総資産は、1,148億円となり、前連結会計年度末に比べ61億48百万円増

加しました。これは主として、会計基準変更によるリース資産の計上や土地の購入による固定資産の増加

があったこと等によるものであります。 

 負債については、287億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ86億17百万円増加しました。これは

主として、未払金及び未払費用が減少したものの、会計基準変更によるリース債務の計上や短期借入金お

よびコマーシャル・ペーパーの増加があったこと等によるものであります。 

 純資産については、860億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ24億68百万円減少しました。これ

は主として、配当金の支払や四半期純損失および自己株式の取得があったこと等によるものであります。

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、47億61百万円となり、第１四半期連結会

計期間末に比べ４億95百万円増加しました。当第２四半期連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・

フローの状況は次のとおりであります。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費が27億68百万円あったものの、売上債権の増加やそ

の他の資産・負債の増減額が△55億20百万円あったこと等により、△22億５百万円の支出となりました。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の減資による収入が11億55百万円あったものの、

販売機器などの有形固定資産の取得が△19億52百万円あったこと等により、△８億97百万円の支出となり

ました。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済や自己株式の取得が△９億79百万円あったも

のの、コマーシャル・ペーパーの増加が50億円あったこと等により、35億99百万円の収入となりました。

  

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について重

要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

(2) 財政状態

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 (1) 重要な設備計画の変更 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了又は取

得した重要な設備は次のとおりであります。 

  

提出会社 

  

 
 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の除却等  

前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了した重

要な除却は次のとおりであります。 

  

提出会社 

  

 
 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

２ 【設備の新設、除却等の計画】

事業所名 
（所在地）

事業部門 
の区分

設備の内容
投資額

（百万円）
完了年月

完成後の
生産能力

本社
飲料事業 販売機器 1,056 平成21年４月～６月 －

（神奈川県横浜市西区）

事業所名 
（所在地）

事業部門 
の区分

設備の内容
投資額

（百万円）
完了年月

除却等による
減少能力

本社
飲料事業 販売機器 105 平成21年４月～６月 －

（神奈川県横浜市西区）
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成21年３月27日定時株主総会決議および取締役会決議） 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 171,000,000

計 171,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,003,495 45,003,495
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は
100株で 

あります。

計 45,003,495 45,003,495 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日）

 新株予約権の数（個） 252

 新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,200

 新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権の行使により交付を受けることができる株式
１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を
乗じた金額とする。

 新株予約権の行使期間 平成21年５月12日～平成41年５月11日

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
 発行価格および資本組入額

    発行価格  １株当たり1,144円 
     資本組入額 (注)２(6) 

 新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいず
れの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目
が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権
を行使することができる。 
②その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ
る。

 新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承
認を要するものとする。

 代用払込みに関する事項 ―

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２
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(注） １ 新株予約権１個当たりの目的たる株式数は100株であります。 

 ２ 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限ります。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に

限ります。）（以上を総称して「組織再編行為」といいます。）をする場合において、組織再編行為の効力

発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、

吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換

につき株式交換がその効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいいま

す。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」といいます。）を保有する新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿

って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とします。 

 (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

 (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とします。 

 (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定します。 

 (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上 

   記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

   額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることが 

   できる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。 

 (5) 新株予約権を行使することができる期間 

   新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日 

   から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。 

 (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

   ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

    第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

    生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

     ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

    本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと 

   します。 

 (8) 新株予約権の行使の条件 

   新株予約権の行使の条件に準じて決定します。 

 (9) 新株予約権の取得条項 

   当社は、以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議 

   が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約 

   権を無償で取得することができる。 

   ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

   ② 当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案 

   ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案 

   ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

    とについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

   ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

    承認を要すること、または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得 

    することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】
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(注) １．平成21年３月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づき、資本準備金を10,000百万円減

少し、その他資本剰余金に振り替えております。 

  

 
(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社退職給付信託（明治屋口）の持株数3,709,100株は、株式会社明治

屋が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図者は、株式会社明治屋が留保し

ております。 

２ 上記のほか、当社が保有している自己株式が911,182株（2.02%）あります。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成21年５月12日 － 45,003,495 － 6,499 △10,000 63,335

(5) 【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 10,118,125 22.48

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社退職給付信託(明治屋
口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,709,100 8.24

THE COCA COLA EXPORT CO. 
（「常代」日本コカ・コーラ 
 株式会社）

ONE COCA-COLA PLAZA ATLANTA GA30313 USA
（東京都渋谷区渋谷４丁目６番３号）  

2,250,500 5.00

キリンホールディングス 
株式会社

東京都中央区新川２丁目10番１号 2,102,970 4.67

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16番５号 2,047,425 4.54

東洋製罐株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号 1,878,545 4.17

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口4G)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,193,800 2.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,013,900 2.25

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 813,205 1.80

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ(ジャパン)リミ
テッド(ビー・エヌ・ピー・パリ
バ証券会社）

東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 791,617 1.75

計 ― 25,919,187 57.59
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(注) １．「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

500株（議決権５個）および60株含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式が82株含まれております。 

  

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式 
     911,100

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式 
    43,990,900

439,909 ―

単元未満株式
 普通株式 
     101,495

― ―

発行済株式総数     45,003,495 ― ―

総株主の議決権 ― 439,909 ―

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
コカ・コーラ セントラル 
ジャパン株式会社

神奈川県横浜市西区みな
とみらい二丁目２番１号

911,100 ― 911,100 2.02

計 ― 911,100 ― 911,100 2.02

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 １月  ２月

 
 ３月  ４月  ５月  ６月

最高(円) 1,365 1,375 1,409 1,385 1,376 1,354

最低(円) 1,239 1,231 1,251 1,195 1,169 1,295

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,766 5,442

受取手形及び売掛金 16,044 14,548

商品 6,178 6,842

原材料及び貯蔵品 498 457

その他 12,743 9,774

貸倒引当金 △100 △92

流動資産合計 40,130 36,973

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,215 15,532

販売機器（純額） 15,868 16,394

土地 18,882 17,122

その他（純額） 10,790 7,032

有形固定資産合計 ※１  60,756 ※１  56,082

無形固定資産 1,787 1,981

投資その他の資産   

その他 12,428 14,139

貸倒引当金 △302 △311

投資損失引当金 － △212

投資その他の資産合計 12,125 13,615

固定資産合計 74,670 71,678

資産合計 114,800 108,651

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,703 3,102

短期借入金 500 －

コマーシャル・ペーパー 6,000 －

未払法人税等 411 465

役員賞与引当金 － 59

その他 10,777 11,170

流動負債合計 21,392 14,799

固定負債   

退職給付引当金 2,370 2,256

役員退職慰労引当金 32 188

執行役員退職慰労引当金 － 43

その他 4,964 2,855

固定負債合計 7,367 5,343

負債合計 28,760 20,142

-13-



(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,499 6,499

資本剰余金 24,819 24,819

利益剰余金 55,838 57,352

自己株式 △1,231 △255

株主資本合計 85,926 88,415

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 107 93

評価・換算差額等合計 107 93

新株予約権 7 －

純資産合計 86,040 88,509

負債純資産合計 114,800 108,651
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 92,132

売上原価 57,716

売上総利益 34,415

販売費及び一般管理費 ※１  34,497

営業損失（△） △81

営業外収益  

受取利息 12

受取配当金 17

受取賃貸料 43

廃棄有価物売却益 24

雑収入 18

営業外収益合計 116

営業外費用  

支払利息 19

持分法による投資損失 259

株式費用 28

雑損失 19

営業外費用合計 328

経常損失（△） △293

特別利益  

固定資産売却益 ※２  1

貸倒引当金戻入額 8

その他 0

特別利益合計 10

特別損失  

固定資産除売却損 ※３  295

投資有価証券評価損 63

たな卸資産評価損 138

その他 49

特別損失合計 546

税金等調整前四半期純損失（△） △830

法人税、住民税及び事業税 348

法人税等調整額 △472

法人税等合計 △123

四半期純損失（△） △706

-15-



【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 50,644

売上原価 31,914

売上総利益 18,729

販売費及び一般管理費 ※１  18,159

営業利益 570

営業外収益  

受取利息 9

受取配当金 13

受取賃貸料 24

廃棄有価物売却益 12

雑収入 9

営業外収益合計 70

営業外費用  

支払利息 11

持分法による投資損失 70

株式費用 15

雑損失 12

営業外費用合計 108

経常利益 532

特別利益  

固定資産売却益 ※２  1

特別利益合計 1

特別損失  

固定資産除売却損 ※３  153

投資有価証券評価損 6

その他 41

特別損失合計 201

税金等調整前四半期純利益 331

法人税、住民税及び事業税 258

法人税等調整額 △35

法人税等合計 222

四半期純利益 109
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △830

減価償却費 5,401

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 113

前払年金費用の増減額（△は増加） 408

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △59

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △199

受取利息及び受取配当金 △29

支払利息 19

持分法による投資損益（△は益） 199

固定資産除売却損益（△は益） 294

売上債権の増減額（△は増加） △1,495

たな卸資産の増減額（△は増加） 623

仕入債務の増減額（△は減少） 600

その他の資産・負債の増減額 △4,201

その他 △278

小計 564

利息及び配当金の受取額 69

利息の支払額 △22

法人税等の支払額 △390

その他の支出 △26

営業活動によるキャッシュ・フロー 195

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △5,241

有形固定資産の売却による収入 6

投資有価証券の取得による支出 △2

投資有価証券の売却による収入 0

投資有価証券の減資による収入 1,155

貸付けによる支出 △405

貸付金の回収による収入 127

その他 △361

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,721

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 500

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 6,000

自己株式の取得による支出 △976

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △807

その他 △866

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △675

現金及び現金同等物の期首残高 5,437

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,761
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当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日)

１ 会計処理基準に関する事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として総平均法又は移動平均法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法又は移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間においては売上総利益が３億52百万円減少しており、営業損失は

３億46百万円の増加、経常損失は63百万円の減少、税金等調整前四半期純損失は75百万円増加しておりま

す。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、期首に前連結会計年度末における未経過リース料残高相当額を取得価額として取得したものとし

てリース資産を計上する方法によっております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結会計期間末のリース資産は有形固定資産

の「その他」に35億78百万円、無形固定資産に７百万円計上されております。 

 また、当第２四半期連結累計期間の営業損失は14百万円減少しておりますが、経常損失および税金等調整

前四半期純損失に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度に

おいて算定した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２ 棚卸資産の評価方法

四半期連結会計年度末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前連結会計年度にかかる実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

３ 繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降の経営環境等、かつ一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日)

（役員退職慰労金制度の廃止）

 当社は、平成21年２月２日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議するとともに、平成21

年３月27日開催の第８期定時株主総会において、在任期間に応じた退職慰労金を退任時に打ち切り支給すること

を決議いたしました。

 これに伴い、役員退職慰労引当金および執行役員退職慰労引当金残高を取崩し、当第２四半期連結会計期間末

において未支給の金額を固定負債の「その他」に計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

112,069百万円

 ２ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証 

  しております。

従業員     住宅ローン    １百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

111,008百万円

 ２ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証 

  しております。

従業員     住宅ローン    １百万円
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第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年６月30日)

 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。

   販売手数料 6,637 百万円

   広告宣伝費及び販売促進費 2,114

   輸送費 4,155

   給与手当及び賞与 8,784

   退職給付費用 1,051

   役員退職引当金繰入額 24

   執行役員退職引当金繰入額 7

   貸倒引当金繰入額 7

   減価償却費 4,532

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

   販売機器 1 百万円
※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま
   す。
   固定資産除却損

 建物及び構築物 53 百万円

 販売機器 198
 その他 43

 計 295

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年６月30日)

 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。

   販売手数料 3,440 百万円

   広告宣伝費及び販売促進費 1,167

   輸送費 2,314

   給与手当及び賞与 4,459

   退職給付費用 527

   役員退職引当金繰入額 5

   貸倒引当金繰入額 33

   減価償却費 2,326

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

   販売機器 1 百万円
※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま
   す。
   固定資産除却損

 建物及び構築物 27 百万円

 販売機器 113
 その他 13

 計 153
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１

日 至 平成21年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   ストック・オプションとしての新株予約権 

    新株予約権の四半期連結会計期間末残高    親会社  ７百万円 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結累計期間末までに属する配当の 

   うち、配当の効力発生日が当第２四半期連結累計期間の末日後となるもの 

 
     

  

 ５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連 

   結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 

   関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金 4,766百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 5

現金及び現金同等物 4,761

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,003,495

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 911,182

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年３月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 807 9,000 平成20年12月31日 平成21年３月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年８月５日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 793 18 平成21年６月30日 平成21年９月10日
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該当事項はありません。 

  

有価証券については、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載を省

略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間 （自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

   当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
  

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

第１回新株予約権 

（株式報酬型ストック・オプション）

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  ８名（社外取締役を除く） 
当社執行役員 ７名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 25,200株

付与日 平成21年５月11日

権利確定条件

①新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ
の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休
日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使
することができる。 
②その他の条件については、当社と新株予約権者との間で
締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

対象勤務期間 平成21年３月27日から当社の第９期定時株主総会の日まで

権利行使期間 平成21年５月12日から平成41年５月11日まで

権利行使価格（円） １

付与日における公正な評価単価（円） 1,144

(企業結合等関係)
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 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

 飲料事業の売上高、営業利益及び営業損失の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

 存外連結子会社及び存外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 
  

 
(注) 当社は、平成21年１月４日付で普通株式１株を500株とする株式分割を行っております。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は1,973円72銭であります。 

  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 
  

 
(注) １ 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期 

  純損失であるため、記載しておりません。 

２ 当社は、平成21年１月４日付で普通株式１株を500株とする株式分割を行っております。 

３ １株当たり四半期純損益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 1,951円21銭 １株当たり純資産額 986,859円30銭

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △ 15円84銭

潜在株式調整後１株当たり四半期 
純利益

－

１株当たり四半期純利益 2円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期 
純利益

2円46銭

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益

 四半期連結損益計算書上の 
 四半期純損益           (百万円)

△ 706 109

 普通株式に係る四半期純損益    (百万円) △ 706 109

 普通株主に帰属しない金額     (百万円) － －

 普通株式の期中平均株式数      (千株) 44,604 44,394

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 四半期純利益調整額        (百万円) － －

 普通株式増加数           (千株) － 14

(重要な後発事象)
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第９期（平成21年１月１日より平成21年12月31日まで）の中間配当については、平成21年８月５日開催

の取締役会において、平成21年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。 

  (1) 中間配当金の総額                 793百万円 

  (2) １株当たり中間配当金                  18円 

  (3) 支払請求権の効力発生日および支払開始日  平成21年９月10日 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

-27-



  

平成21年８月13日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

カ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の

第２四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成

21年１月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会

社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び

第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  哲  也  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  直  志  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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